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活用の可能性に隠する研究

中村真人〈北海道大学)

兼松裕之(北海道大学)

克郎〈北海道大学)

繕弘(北梅道大学)

長野

積回

落藤澄 〈北梅道大学)

成田樹昭〈北海道大学)

O坪聞 大輔(北海道大学)

上位巳めに

未利用エネルギーを活用した地域熱供給は北梅遊内においては4施設で稼働中ではあるが、今後さ

らに普及を進めていく必要があると考えられる。そこで、北海道の人口10万人以上の都市において容

積率400%以上の地域について地域熱供給システムの導入可能性調査を行った。また未来j用エネルギ

ーの活用を検討するにあたり、調査対象地域において供給可能であると考えられる未利用エネルギー

として清揖工場排熱・下水処理場排熱・産業排熱についての調査を行い、それらを活用した地域熱供

給システム導入の第一段階として基本的な検討を行うとともに、コージェネレーションシステムとの

省エネルギー性についての比較を行った。

都市名 地域数 合計地i轟節機 基耳ドデ-11

札機市 26 862 • e語研究室所宥の札型車ゾーン5lgli!iべ床面積デ-11
.9区ごとの容務$耳目341J、分類デー11

旭川市 6 248 -検出勉域ごとの34小分類デ-11
.jl詰繋地域草案度目3デ一世

函館市 5 228・
釧路市 2 112 -捻出絶滅ごとの7用途の延べ床沼稲
帯広市 144 -商縁地域の341J、分綴デ-11
苫小牧市 2 158 -捻出湯~ごとの34小分類デ-11

小潟市 3 77・ゾーン別9中分類デ一世
-筒縁地球稼援別デ-11

蜜潟市 5 186 • j曲t島地~ごとの 9 中分類デ-11

~t.!i!.市 1 73・ゾーン別341J、分類デ-11
江別市 41 46 ・筒擦地~の341J、分異質デ-11

表1 本研究の~Il型ヂ-11

I童物用途別年間エネルギー消重量原単位
冷房 磁房 絵湯 電カ

集合住宅 。 97 37 31 

家務所施設 33 63 20 138 

庖翁施設 83 63 27 216 

箆療絡設 。 111 198 73 

宿泊施設 63 54 128 160 

個別住宅 o 82 37 26 
需霊力 [担wh/m'a]

袋2

冷房・殴鰐・給湯 [Mcallm'a 1 

摘出地域における年間ヱネルギー穏婆盤図 1
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2 誠司祭対設地域在地域彊重量

本研究では北海道の人口10万人以上の都市に

おける商業地域を中心とした容積率400%以上

の地域を対象とした。まず、都市計画地図上で

面積の測定を行うとともに謁査対象地域におけ

る対象地域の建物用途別延べ床面積の調査を行

った。建物用途別延べ床面積を算出する擦に用

いたデータの種類を表1に示す。基本データは

都市により異なるため34小分類形式に統一し、

各地域ごとの建物用途別延べ床面穫を算出し

た。札幌市は2データを組み合わせ、また中分

類形式の小樽市・室蘭市は他地域より得られた

構成比より小分類型に変換を行い算出をした。

その他の都市においてはこれらのデータをもと

に集合住宅・個別住宅・事務所施設・}苫鵠施設

・樹泊施設・医蝶施設の6帰途の建物用途別延

べ床面接を求めた。

3 対畿地域の年間エネルギー鰭容量霊推主主

地域の年間エネルギー需要量の算出において

は表2に示す当研究室所有の札腕市における建

物帰途別年間エネルギー消費原単位を用いた。

偲し、各都市ごとに丹別平均気混から暖麗原単

位を、月別原水温から給湯藤単位の補正を行っ

た。臨 1に算定した調査対象地域の年鵠エネル

ギー需要最を示す。エネルギー需要最は地域の

面積に依存するものの札幌都心中心地域が最大

で894T叫 /y、次いで旭川駅周辺地域で474T叩Uy

であった。



4 齢者書事錨構による雄樹

各地域におけるピーク持の温熱需要量を算出

した結果を図2に示す。計算には当研究護所有 1000 

の建物用途別年隠熱需要変動比及び建物用途別

24時間熱需要変動誌を用いた。ピーク時の熱需

要諦度は実際に地域熱供給が行われている新宿

〈東京) ・大手町(東京)・光星地域(札幌) 吉100

では1.0G回l/(b・ha)以上であるが、今回の調査地 ig
域ではこれよりも低くO.3G四l/(b・ha)前後に集中刺

している。但し、北海道において実際に地域熱賠

供給が導入されている北広島や厚別・真駒内は議 10

O.2--0.7G田ν(b・ha)であり謁査地域と同程度の規志
模であることから、今後地域熱供給導入の可能史

性はあるといえる。 込

5 対袋都市における来却期エネルギー糠

D 

10 100 

地域面積 [haJ

調査対象都帯における未利用エネルギー源と

して、表3に示す清掃工場排熱・下水処理場排

熱・産業排熱についての調査を行った。調査対

象とした処理場及びヱ場は、清掃工場において

は12ヶ所、下水処理場においては29ヶ所、産業

においては9ヶ所である。
回2 調査対象地域のぜーク時の温熱需要量

君主3 対象都市における朱利用エネルギー源
容積率40096 来策IJIlェ主ルギー源

都市名 人ロ 以上の t脅搬ヱ主語 下水処宮里樋 耳量Z量

エリrhaア苦1言積 両年鋼工場名
処f理tI能臼力1 r=処F理tl:盛年1

下水処濃場名
f処乎理m能"力臼1 高f省級?処干m理勺水銃量1 

産業
n干A1

キi線市 173 862 発空襲清掃工総 ω。 58.6 王監平川処E里総 186 65.2 鉄鋳業1
発Z旗第二消掃工場 300 69.1 伏古JII処理場 61 19.9 
IJ.別消掃工場 ω。 159.4 創成JII処理場 144 39.5 
篠路清掃工場 ωo 180.2 新JII処1車場 205 82.6 
豹悶清掃工場 船。 179.1 厚別処理場 155 38.8 

E霊山渓処理場 10 3.5 
手穏処理場 132 43.1 
茨戸処理R~島 125 38.7 

8 0.9 

旭川市 36 248 
|西色合部畑初E車協緑

153 23.3 パルプ・製紙工場l
12.8 

函館市 30 228 
おR乃J7出出消消鋼栂工T場鍋 240 44.8 議書官処E車場 84 22.5 

180 55.8 、'4

釧路市 20 112 古川処理場 67 22.9 パルプ・製紙工栂2

自ふ抑宜処卓理加調場Jn 10 一パルプ・製紙ヱ樹s
17 

号野広司7 17 1判 帯広t脅』需工場 240 58.6 
|鯨十勝j11111処浄理化場セツタ叩

34 10.5 
19.0 

2吉小牧市 17 152 t脅綴センター 350 “A 高砂処理場 38 9.8 パルプ・製紙工絡4

E関室弘町処悠理Z車場協
50 10.2 パルプ・製紙工鞠5
3 

小織布 16 77塵芥処理場 m 19.9 中央処現場 78 15.0 

銭開爾鳳処抗理期場続
6 0.9 

山

室鵬首7 11 186 御崎清錫ヱ場 120 31.3 関東処理湯 36 9.8 石池製品製造業I
崎守処理靭 6 1.1 

!鉄量生側鋼業室E2S 14 3.6 
1;1'.開市 10 73 65 14.9 
n'RII市 10 461~み蛾法自ヤシター 150 33.8 昨日晴海~r.ャ '.I IJ- 43 9.8 

8 対袋地盤良地出Jiび来利用エネJレ干一

1000 

従業rA員1数

310 

ω。

540 
560 

1290 
601日

420 
16ω 
680 

地域冷暖房導入可能性対象地域として調査された地域 (55地域)の内、地域冷暖房の認可の基準と

なっているピーク時の熱需要量が5G回l/h以上の地域 (21地域)を調査対象地域として、清捕工場排

熱及び下水処理場排熱利用の検'討を行うこととする。その際、対象地域に対して清掃工場及び下水処
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理場の癌離が離れている場合、賦存量が多くと

も実擦の利用は困難であると考えられる。その

ような翠由から、対象地域に対して清掃工場に

おいては 5km!) .下水処理場においては2km

2)を供給可能な距離の根界としてその距離内に

位置する清掃工場及び下水処理場の賦存量を算

定した。以下に語掃工場及び下水処理場におけ

る賦存量算定に用いた計算式を訴す。

(a)構掃工場

Qco=RcXσc 

Qco:賦存量代田1)

Rc ごみ処理量 (kg)

。c 単位ごみ処理量当たりの発熱量
(k儲1/kg)

各清掃工場におけるごみ処理量は平成4年度

の催3)を用いた。また単位ごみ処理量当たりの

発熱量においては、札幌市(1，660-

2，050k回1/均)・困舘市 (2，070k伺1/kg)におり

る清掃工場については各々の値4)を、他都市の

清掃工場においては札幌市における梼撤工場の

平均値(1，810kcal/kg)を用いた。

(b)下水処理場

Q S 0 = R s X d. t X C PW・rW

Qso : J武存最 (kcal)

Rs 下水処理量〈ば)

ムt 利用温度差 5"C 

CPW:水の定庄比熱

rW 水の比重

CPW・rw=1000(kcal/m3
• "C) 

下水処理量は高級処理最を用いることとし、

札幌市においては平成2年度6)、他都市におい

ては平成5年度の値を用いた。

陸3-10に各都市における対象地域と処理場

の距離関係と各処理場における賦存量を示す

が、対象地域に対して賦存量が大きい処理場が

比較的近くに位霞している地域もある〈図3-

10の実線矢印〉。清掃工場においては函館市の

本町地域に対する日乃出清掃工場、室鶴市の窓

醸駅周辺地域に対する御崎清掃工場が比較的近

くに位寵しており、また下水処理場においては

苦小牧市の苫小牧駅周辺地域に対する高砂処理

場、室蘭市の室蘭駅毘辺地域に対する蘭酉処理

E冨召

霊童存縁 112Tc減

~!<~~ごh品路島酔E五日i醐糊蜘峨 1..... 暗闇~:ß 持ヱ空ノ
賦存盛 2氾9Tcal

図5 ii日館前における対象沿線と処猿i離のie躍韓関係

I ~t*lIlt!1<< I 
図s釧路市における対象地銭と処理婚のie慾測係

53Tcal 

図6 革審広mにおける対象i曲繊と処綾城の跨際関係

賦存話寄同a紘一i-糊熔

品km
鼠存盤 49Tcal 

留7 苫小牧市における対象地域と処Jl~島のBé隊関係

賦存盤 75T回 l

銅8 小橋市における対象地域と処理綴のBe磁調係

場、東室蘭駅路辺地域に対する蘭東処理場がとりわけ近くに位置しており、未利用エネルギー源とし

ての利用の可能性が高いと考えられる。
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6 対袋地域の来策1mょ乙永ルギー利用可能性

6. 1 未利用エネルギーの供給熱盤算定

方法

( a )摘掃工場

ごみ燐却熱は場内利用や発電及び周辺施設へ

の混熱供給など既に有効利用がなされている場

合も多いが、本研究では全て地域熱供給に利用

できるものとして供給熱量を算定する。清掃工

場の場合、排熱を蒸気として利用するものと考

え、一年を過して蒸気をそのまま利用するもの

とする。

Q chロ QcoXηb

Qcc=QcoXη bXηa 

Q ch :盟熱供給熱量

Q c c 冷熱供給熱量

~m!IJi! ;...0 
賦存蜜 61Tcal 

1 u別駅跨辺地1<<1

淘10 江)jq市における対象地減と処湿器語の路滋関係

務 1 発寒溝錫ヱ繍においては'l'1iI¥4!草9Flに民E壁紙開始、平成4年12月に渡鉱開始

Q Co :斌存量

(b)下水処理場

ηb : 131'熱ボイラ効率(=0.8) η. .ニ重効用吸収式冷凍機効率

水熱源ヒートポンプにより夏期・中間期においては冷熱間収を、冬期においては温熱回収を行うも

のとして以下の式で供給熱量の算定を行う。

QSh口 QsoX {COP/ (COP-1) } 

Qscロ QsoX {COP/ (COP+ 1) } 

Q Sh :糧熱供給熱量 Q sc 冷熱供給熱量

Q so :賦存量 COP:水熱源ヒートポンプの成績係数

4. 2 未利用エネルギー活用型地域熱供給システム

密11にシステムフローを示す。また、詳細に

ついては以下の条件で計算を行った。

(a)夏期・中間期における冷熱負荷は給湯・

毅房利用後の清捕工場排熱残を用いてエ重効用

吸収式冷凍機で蹄い、不足分については水熱糠

ヒートポンプで賄うものとする。さらに不足す

る碕場齢蜘合釦飢lに山こ口l

凍機で賠うものとする。この捺のニ重効用吸収

式冷凍機の効率は1.15とした。

(b)温熱負荷は給湯負荷・暖房負荷の隈位で

供給を行う。

図11 長利用エネルギー活用裂地域熱供給システムフロー

( c)温熱負荷は清掃工場排熱・水熱源ヒートポンプ・補助ボイラの優先順で賄うものとする。(但

し、夏期・中間期においては水熱糠ヒートポンプは冷熱留収を行うものとする。〉

(d)電力は商用電力を用いることとする。

(e)比較システムにおいては電力は鴎舟電力で賄うものとし、温熱はボイラ・冷熱は電動ターボ冷

凍機を用いて賄うものとする。

(f)省エネルギー性を比較するために用いたコージェネレーションのシステムフローを鴎12に示

す。なお、コージェネレーションシステムの運転においては当研究室所有のプログラム引を用いた。

(g)機器効率

未利用エネルギー活用型地域熱供給システム及び比較システムにおける各熱源機器の効率を表4に
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示す。水熱源ヒートポンプ及び電動ターボ冷凍

機のCOPは佐土原ら 7)の回帰式による。

6. 3 省エネルギー性についての評価

調査対象地域の年聞の熱・穏力負荷を算出

し、建物用途別年間熱・電力需要変動比及び建

物用途別24時間熱・電力需要変動比を乗ずるこ

とにより対象地域における各月・各時間におけ

る熱・電力負荷を算出し、供給可能であると考

えた諾離内に位置する処理場の排熱を利用した

場合の未利用エネルギー活用型地域熱供給シス

テムにおける一次エネルギー削減率を算出し

た。

また、コージェネレーションシステムとの省

エネルギー性における比較を行うために、当研

究室所有のプログラム的を用いてコージェネレ

ーションシステムにおける年間一次エネルギー

削減率を算出した。

調12 コージェネレーションシステムフロー

表ヰ 機器効率

機器名 飽婚式・効E担

水熱潔ヒートポンプ7 冷潔 COP COP四 O.0033T仁0.25T+9.2
限努 COP COP=O.0059Tえ0.042T+3.5
給湯 COP COP=O.0018T2+O.015T+2.5 

告書勧告ーポ冷凍綴7) 冷房 COP COP=-O.OOOO1Tえ0.085T+6.7
ボイラ 0.85 
一蜜効用吸収式冷凍綴 1.15 
発電所 発電発送効率 0.35 

表5に対象地域における需要特性及びその地域において供給可能であると考えた処理場とその賦存

量及び各システムを用いた場合の一次エネルギー削減率を示す。偲し、温泉水の利用が優先的に考え

られる湯川地域、厚別清捕工場の排熱が誠に利用されている新札幌地域、下水処理水温が温泉水の影

響で一年を通じて高いため検討システムに適していない定山渓地域、新設された発寒椿締工場の排熱

を利用する琴俄中心地域は本研究では対象外とする。よって、対象地域 (9地域)の内、下水処理場

排熱のみの利用となるのが2地域、清掃工場排熱のみの利用となるのが2地域、下水処理場排熱及び

清掃工場排熱の利用となるのが5地域であるo

I月の8月に対する一次エネルギー削減率は、清掃工場排熱が利用できる地域においては1.5倍か

ら6.6倍、下水処理場排熱のみの利用となる地域においては6.6倍から11倍となっており、処理場の排

熱を温熱源として利用した擦に特に有効であると考えられる。

費量5 対象地域における未利湾エネルギー滋と各システムにおける省エネルギー性

都市名 地埠名 地盤街禍 也カ綿密盤 総鵠堕畳 車事4周エネルギ瑚と隊存置 ->):エネルギω 由市浪E白[!16]

[h.] [GWh/!手] [す同，"']下水処理場 隠存量 iS陶工樋 総称盛 コージェ牟
来事j周活用型 1;長利シ周ス活テ用ム型(8 Il 議刺繍湾問按

[す悶"'字] [T，回Ii!容] システム{忽111¥) システム{年間) 1 ;，::<.'i'1. (81l) システム (1月}

務館前 函館駅間辺地鼠 113 94 124 臨乃出1富裕工嶋 四9 守2.. 31.・ 23，7 39，1 

本町抽J4 四 由 四商髄島理糧 112 E乃出璃1器工鳩 209 10.6 27，8 27，0 41.0 

釧路市 北大通地域 関 97 107 古川処理埼 114 12，8 3.8 0，6 6，6 

帯広術 都広軍需路辺地域
14‘ 110 162 帯広111畠淫縫 63 向 12，9 2.7 0.6 3，3 

苫小牧術 苫小曲駅閤辺地J4 137 64 111 高砂島理縮 491， il栂センター 120 14.1 26.6 16，6 31，6 

小H富市 小綿観閲辺地J4 曲 朗 110 中5終処竣埴 76 盛事鑓却唱 36 16，1 11，9 2.4 15，9 

窓鴎市 宣騎駅絢辺地J4 66 34 相続笛島理唱 相 御崎i車情工場 57 12.0 28，8 20，。 国 9

車窓醐駅路辺地J4 94 46 制様車島理場 相 揖路描栂工増 57 13，9 25，9 16.6 却 6

江開IJI!I 江控i昨ll!1滋S制畠 73 7 20 ごみ焼却センター 81 7，8 56，4 捕，6 67，7 

図13は対象地域におけるコージェネレーションシステムにおける年鶴一次エネルギー削減率と未利

用エネルギー活用型地域熱供給システムにおける年間一次エネルギー出減率の比較をしたものであ

る。

下水処理排熱を用いた場合は、年間一次エネルギー自IJ減率は3%前後と低い値となっているが、清

掃ヱ場の排熱が利用できる地域においてはコージェネレーションシステムよりも高い一次エネルギー

削減率を示しており、有効性が認められる。

江別駅周辺地域において、構描工場の排熱を利用した場合の一次エネルギー邸減率が非常に高い理
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コージェネレーションシステム

来利用エネ活用型地域熱供給システム

密

回

由として、熱需要量が他の地域に対して少な

く、またその地域における個別住宅の占める割

合が高く電力醤要最が熱需要最に対して小さく

なるためと考えられる。

r-， 50 
73き》め渓

(1)熱需要規模による検討の結果、ピーク時帰 40

の熱需要最5Gcal/h上の地域は21地域あり、北 謹

海道内において実擦に熱供給が持われている地 430
域と同程度の規模であることが明らかとなっ え

時 20
た。吋

(2)清掃工場においては 5脚下水処理場にギ 10

おいては 2kmを供給可能な距離の接界とした場

合、調査対象地域21地域の内13地域において清

掃工場・下水処理場排熱が利用可能であった。

(3 )未利用エネルギー活用型地域熱供給シス

テムにおいて下水処理排熱を用いた場合は、年

期一次エネルギー部減率が3%前後と低い値と

なった。

(4)清掃工場排熱を活用した場合、コージェ

ネレーションシステムにおける年間一次エネル

ギー削減率が10-15%であるのに対し、コージ

ェネレーションシステムよりも高い一次エネル

ギー削減率を示しており有効性が認められた。
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関将 来利潟エネルギー活用裂地域偽f共総
とコージエネレーシ翁ンシステムの比較

清掃工場+下水処理場
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